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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動的に流水を制御するスプリンクラー配管用スプリットティであって、
　シリンダ状のスプリットティ本体と、
　前記スプリットティ本体の一端に形成され、閉鎖型スプリンクラーヘッドの配管に連結
される第１流出口と、
　前記スプリットティ本体に形成されて給水配管に連結される流入口と、
　前記スプリットティ本体に形成されて開放型スプリンクラーヘッドの配管に連結される
第２流出口と、
　前記スプリットティ本体内に配置され、火災発生時に前記スプリットティ本体内部の流
体の圧力差によって前記スプリットティ本体の長さ方向に、前記スプリットティ本体内の
第１の位置と第２の位置との間で動き、前記第１流出口及び第２流出口の開閉を同時に制
御するピストン弁と、
　前記ピストン弁と前記第１流出口の間の前記スプリットティ本体の内壁に形成された内
壁溝部と、を含み、
　前記ピストン弁は、火災未発生時に前記第１流出口に隣接したスプリットティの内部を
遮蔽するメイン遮断部材と、前記メイン遮断部材に連結されて火災未発生時に前記第２流
出口に隣接したスプリットティの内部を遮蔽するサブ遮断部材を含み、
　火災発生時に前記閉鎖型スプリンクラーヘッドが開放されると、前記スプリットティ本
体内の流体の圧力差のため前記ピストン弁は前記第１流出口の方向に前記第１の位置に動
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き、前記メイン遮断部材は前記内壁溝部と重畳するように配置されて前記メイン遮断部材
の縁に沿って流路を形成し、前記サブ遮断部材は前記第２流出口を開放し、
　前記ピストン弁が前記第２の位置にあるとき、前記第１流出口は前記メイン遮断部材に
よって閉鎖され且つ前記第２流出口は前記サブ遮断部材によって閉鎖される、
　スプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項２】
　前記第１流出口と前記メイン遮断部材の間に配置されたバネを更に含む請求項１に記載
のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項３】
　前記スプリットティ本体内の圧力均衡のために、前記メイン遮断部材を貫通する微細貫
通孔を更に含む請求項１又は２に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項４】
　前記流入口は前記スプリットティ本体の他端に形成され、前記第２流出口は前記スプリ
ットティ本体の側壁に一つ以上形成されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１
項に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項５】
　前記ピストン弁はミニシリンダ状であり、前記メイン遮断部材は前記ミニシリンダの内
部を遮蔽するディスク板からなり、前記サブ遮断部材は前記ミニシリンダの側壁からなる
ことを特徴とする請求項４に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項６】
　前記ミニシリンダの側壁には、前記メイン遮断部材の上下に流路を形成する開口部が形
成されることを特徴とする請求項５に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項７】
　前記流入口は前記スプリットティ本体の側壁に形成され、前記第２流出口は前記スプリ
ットティ本体の他端に一つ以上形成されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１
項に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項８】
　前記メイン遮断部材は前記第１流出口を遮蔽するディスクからなり、前記サブ遮断部材
は前記流入口と前記第２流出口の間を遮蔽するディスクからなることを特徴とする請求項
７に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項９】
　前記サブ遮断部材に連結されて前記第２流出口を直接遮蔽する追加遮断部材を更に含む
請求項８に記載のスプリンクラー配管用スプリットティ。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のいずれか１項に記載のスプリットティと、
　前記スプリットティの前記流入口に連結された給水配管と、
　前記スプリットティの前記第１流出口に配管を介して連結される閉鎖型スプリンクラー
ヘッドと、
　前記スプリットティの前記第２流出口に配管を介して連結される開放型スプリンクラー
ヘッドと、を含むが、
　火災発生時に前記閉鎖型スプリンクラーヘッドが開放される場合、前記スプリットティ
内部の流体の圧力差のため、
　前記第１流出口及び前記第２流出口が同時に開放されることを特徴とするスプリンクラ
ー配管システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はスプリンクラー配管用スプリットティ及びそれを含むスプリンクラー配管シス
テムに関し、より詳しくは、自動的に流水を制御するスプリンクラー配管用スプリットテ
ィ及びそれを含むスプリンクラー配管システムに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　スプリンクラー（ｓｐｒｉｎｋｌｅｒ)は火災を鎮圧する自動消火装置であり、火災発
生時に消火ポンプが消火水を加圧し、流水検知装置が主弁を開放することで、消火水がス
プリンクラーヘッドを介して撒水される原理で動作する。このようなスプリンクラーヘッ
ドは、火災発生を感知する感熱部の存否によって２つに分けられるが、感熱部が熱い火災
熱を感知してヘッドを開放する閉鎖型スプリンクラーヘッド（ｃｌｏｓｅｄ　ｓｐｒｉｎ
ｋｌｅｒ　ｈｅａｄ)と、別途の感熱部なしに放水口が常に開放されている状態で感知器
による弁の開閉によって撒水可否が決定される開放型スプリンクラーヘッド（ｏｐｅｎ　
ｓｐｒｉｎｋｌｅｒ　ｈｅａｄ)がある。
【０００３】
　開放型スプリンクラーヘッドを利用した撒水設備の場合、特定領域に多数の開放型スプ
リンクラーヘッドを設置した後、全領域にわたって一時に撒水をするため、火災鎮圧にか
かる時間が非常に短く効果的である。しかし、感知器の誤動作で弁が開放される場合、水
による被害が非常に深刻になる恐れがある。
【０００４】
　よって、閉鎖型スプリンクラーヘッドに対する需要が増えている。火災時に熱い熱気は
上に上がって天上流（ｃｅｉｌｉｎｇ　ｊｅｔ　ｆｌｏｗ)を形成するが、熱い天井流に
よってヘッドを開放するために、閉鎖型スプリンクラーヘッドは天井から３０ｃｍ以内に
設置されるように規制されている。しかし、閉鎖型スプリンクラーヘッドの場合も、火災
発生時にヘッド開放を妨げるスキッピング現象（ｓｋｉｐｐｉｎｇ　ｅｆｆｅｃｔ)によ
る誤作動が問題になっている。スキッピング現象とは、火災発生時に初期に開放されたス
プリンクラーヘッドから放射された水によって周辺のヘッドを直接濡らすか、放射された
水滴が火災時に発生するプルーム（ｐｌｕｍｅ)気流に沿って共に上昇し、周辺のヘッド
に取り付けられて感熱部を冷却させることで、周辺ヘッドの開放を妨げる現象をいう。ま
た、先に開放されたスプリンクラーヘッドから撒水された微細水滴が周辺の熱いセット（
ｊｅｔ)気流を冷却させることで、隣接ヘッドの開放を妨げることもある。
【０００５】
　スキッピング現象は、閉鎖型ヘッドが互いに隣接しすぎている場合に主に発生する。そ
れを妨げるために、米国防火協会（ＮＦＰＡ：Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｆｉｒｅ　Ｐｒｏｔｅ
ｃｔｉｏｎ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）は、一般ヘッドの場合少なくとも１．８ｍ以上、
火災早期鎮圧型（ＥＳＦＲ：Ｅａｒｌｙ　Ｓｕｐｐｅｒｓｓｉｏｎ　Ｆａｓｔ　Ｒｅｓｐ
ｏｎｓｅ）ヘッドの場合少なくとも２．４ｍ以上の間隔を維持して設置することを勧告し
ている。よって、可燃物が多い場所であっても、閉鎖型ヘッドを細かく設置することがで
きず、撒水密度が十分に高くない問題がある。
以下、図１を参照して、従来の閉鎖型スプリンクラーヘッドの問題点を詳細に説明する。
図１は、従来技術による閉鎖型スプリンクラー配管システムを示す図である。図１におい
て、（Ａ）は上向き式ヘッドを、（Ｂ）は下向き式ヘッド（ドライペンダントヘッド：ｄ
ｒｙ　ｐｅｎｄｅｎｔ　ｈｅａｄ）を示している。
【０００６】
　地下駐車場のように、各種配管、ケーブルトレイなど撒水の障害物がある場所では、火
災時に全領域にわたって均一に撒水するために、撒水障害物の上部及び下部にスプリンク
ラーヘッドを設置すべきである。図１を参照すると、撒水障害物７の上部及び下部に閉鎖
型スプリンクラーヘッド１が設置されている。火災発生時に火災熱による熱い天井流が発
生し、先に上部ヘッド１が開放され、火災がもっと進むと、次に下部ヘッド１もすぐに開
放されると予想される。一方、先に開放された上部ヘッド１から放射された水滴が下側の
下部ヘッド１を濡らして開放を妨げることを防ぐために、下部ヘッド１には遮蔽板（ｂａ
ｆｆｌｅ　ｐｌａｔｅ)２が傘のように設置されている。このような遮蔽板２によって下
部ヘッド１が直接濡れることを防止することはできるが、上部ヘッド１によって撒水され
た水滴が下部ヘッド１周辺の天井流を冷却させることで、依然としてスキッピング現象が
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発生する。
【０００７】
　その他、図１の（Ａ）の場合、下部ヘッド１のために下向きに施工された配管のため地
下駐車場内に十分な天井高（ｃｅｉｌｉｎｇ　ｈｅｉｇｈｔ)を確保することが難しく、
設置しても美観がよくない上に、配管の施工に多くの人件費がかかってしまう。説明され
ていない図面符号３は給水配管で、４は排水弁で、６は天井であって、７は撒水の障害に
なる配管である。
【０００８】
　また、図１の（Ｂ）の場合、凍破防止用ドライペンダントヘッド１が使用されているが
、排水弁を必要とせず、ヘッドを下向きに施工し得るため相対的に天井高を確保すること
はできるが、高価のドライペンダントヘッドのため施工費が多くかかってしまう。説明さ
れていない図面符号５はドライペンダントヘッドの本体である。
【０００９】
　撒水障害物がある他の例としてはラック式倉庫（ｒａｃｋ－ｔｙｐｅ　ｗａｒｅｈｏｕ
ｓｅ)が挙げられるが、この場合、高さが高くて層をなしている棚（ｒａｃｋ）にものが
積み重なっており、効果的な撒水が難しい。それを克服するためには、最初から遮蔽板が
付いているインラックスプリンクラーヘッド（Ｉｎ－Ｒａｃｋ　ｓｐｒｉｎｋｌｅｒ　ｈ
ｅａｄ）を設置するか、天井の高さが１３．７ｍ以下の倉庫の場合、水滴の粒子が大きく
てプルーム気流によく飛ばされない火災早期鎮圧型ヘッドを設置する。しかし、依然とし
てスキッピング現象を防ぐことができないため、天井にのみスプリンクラーヘッドを設置
すべきであるが、撒水障害物が多く火災の鎮圧効率が著しく落ちる問題がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明が解決しようとする課題は、火災領域にのみ選択的に消火水を撒水することがで
き、撒水障害物が多いかスプリンクラーヘッドの間隔を狭くしてもスキッピング現象を防
止することができるスプリンクラー配管用スプリットティを提供することである。
【００１１】
　本発明が解決しようとする他の課題は、このようなスプリットティを含むスプリンクラ
ー配管システムを提供することである。
【００１２】
　本発明が解決しようとする課題は上述した課題にに限らず、上述されていない他の課題
は以下の記載から当業者に明確に理解されるはずである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記課題を達成するための本発明の一実施例による自動的に流水を制御するスプリンク
ラー配管用スプリットティは、シリンダ状のスプリットティ本体９と、前記スプリットテ
ィ本体９の一端に形成され、閉鎖型スプリンクラーヘッドの配管に連結される第１流出口
１１と、前記スプリットティ本体９に形成されて給水配管に連結される流入口１０と、前
記スプリットティ本体９に形成されて開放型スプリンクラーヘッドの配管に連結される第
２流出口１２と、前記スプリットティ本体９内に配置され、火災発生時に前記スプリット
ティ本体９内部の流体の圧力差によって前記スプリットティ本体９の長さ方向に動き、前
記第１流出口１１及び第２流出口１２の開閉を同時に制御するピストン弁と、前記ピスト
ン弁と前記第１流出口１１の間の前記スプリットティ本体９の内壁に形成された内壁溝部
１８と、を含む。ここで、前記ピストン弁は、火災未発生時に前記第１流出口１１に隣接
したスプリットティの内部を遮蔽するメイン遮断部材１４ａと、前記メイン遮断部材に連
結されて火災未発生時に前記第２流出口１２に隣接したスプリットティの内部を遮蔽する
サブ遮断部材１４ｂを含む。
【００１４】
　火災発生時に前記閉鎖型スプリンクラーヘッドが開放されれば、前記スプリットティ本
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体９内の流体の圧力差のため前記ピストン弁は前記第１流出口１１の方に動き、前記メイ
ン遮断部材１４ａは前記内壁溝部１８と重畳するように配置されて前記メイン遮断部材１
４ａの縁に沿って流路を形成し、前記サブ遮断部材１４ｂは前記第２流出口１２を開放す
る。
【００１５】
　前記第１流出口１１と前記メイン遮断部材１４ａの間に配置されたバネ２０を更に含む
。
【００１６】
　前記スプリットティ本体９内の圧力均衡のために、前記メイン遮断部材１４ａを貫通す
る微細貫通孔１６を更に含む。
【００１７】
　前記流入口は前記スプリットティ本体の他端に形成され、前記第２流出口は前記スプリ
ットティ本体の側壁に一つ以上形成される。
【００１８】
　前記ピストン弁はミニシリンダ状であり、前記メイン遮断部材は前記ミニシリンダの内
部を遮蔽するディスク板からなり、前記サブ遮断部材は前記ミニシリンダの側壁からなる
。
【００１９】
　前記ミニシリンダの側壁には、前記メイン遮断部材の上下に流路を形成する開口部が形
成される。
【００２０】
　前記流入口は前記スプリットティ本体の側壁に形成され、前記第２流出口は前記スプリ
ットティ本体の他端に一つ以上形成される。
【００２１】
　前記メイン遮断部材は前記第１流出口を遮蔽するディスクからなり、前記サブ遮断部材
は前記流入口と前記第２流出口の間を遮蔽するディスクからなる。
【００２２】
　前記サブ遮断部材に連結されて前記第２流出口を直接遮蔽する追加遮断部材を更に含む
。
【００２３】
　前記他の課題を達成するための本発明の一実施例によるスプリンクラー配管システムは
、前記スプリットティと、前記スプリットティの前記流入口に連結された給水配管と、前
記スプリットティの前記第１流出口に配管を介して連結される閉鎖型スプリンクラーヘッ
ドと、前記スプリットティの前記第２流出口に配管を介して連結される開放型スプリンク
ラーヘッドと、を含む。ここで、火災発生時に前記閉鎖型スプリンクラーヘッドが開放さ
れる場合、前記スプリットティ内部の流体の圧力差のため、前記第１流出口及び前記第２
流出口が同時に開放される。
【００２４】
　その他の実施例の詳細な事項は、詳細な内容及び図面に含まれている。
【発明の効果】
【００２５】
　上述したように、本発明によるスプリンクラー配管用スプリットティ及びそれを含むス
プリンクラー配管システムによると、以下のような優秀な効果がある。
【００２６】
　第一、本発明は閉鎖型スプリンクラーヘッドをメインヘッドとして使用するため、局地
的に火災発生領域に撒水を実施し、火災未発生領域に対する浸水被害を最小化することが
できる。
【００２７】
　第二、本発明は撒水障害物が多い場所または可燃物が多く撒水密度が高いことが要求さ
れる場所に、スキッピング現象なしに効果的に火災を鎮圧することができる。本発明は閉



(6) JP 6778751 B2 2020.11.4

10

20

30

40

50

鎖型スプリンクラーヘッド及び開放型スプリンクラーヘッドをそれぞれメインヘッド及び
サブヘッドとして使用し、それらの間を流水制御が可能なスプリットティを設置すること
で、メインヘッドが開放されて撒水する際に自動的にサブヘッドも撒水する構造を有する
。よって、棚構造になっているラック式倉庫において、天井付近にメインヘッドを設置し
、棚の間にサブヘッドを配置することで、効果的に撒水傷害を克服することができる。
【００２８】
　他の例として、駐車場など広い面積に火災荷重が多く撒水障害物が多い場所において、
スキッピング現象を防止するために閉鎖型スプリンクラーヘッド（メインヘッド）を一定
間隔をおいて配置しても、その間に主ヘッドと連動して自動的に撒水する開放型スプリン
クラーヘッド（サブヘッド）を設置することで、全体的にスプリンクラーヘッドを細かく
配置し撒水密度を高くすることができる。
【００２９】
　なお、本発明は、高層ビルの火災の際に火災室の窓を介して噴出される火炎によって上
層部に燃焼が拡大することを防止するか、または、作業場などでコンベヤベルトが通る壁
体の開口部を介して隣接室に火災が拡大することを防止することができる。
【００３０】
　第三、本発明によると、法律の規定に抵触しない範囲内で建物の層高をできるだけ低く
するように設計することができるため、全体的な建築費を節減し得る効果がある。韓国の
法律では、建物の地下駐車場に対して駐車場の底から天井の施設物（通常、スプリンクラ
ー配管またはスプリンクラーヘッド）までの最小高さを規定しているが、通路部分は２．
３ｍ以上、駐車ライン部分は２．１ｍ以上になるように規定している。本発明によると、
メインヘッドとサブヘッドのうち相対的に下に位置するサブヘッドを開放型スプリンクラ
ーヘッドで使用するため、別途の排水弁や遮蔽板を使用する必要がない。よって、層高を
低くすることができるため建築費を減らすことができるだけでなく、美観もよくなる長所
がある。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】従来技術による閉鎖型スプリンクラー配管システムを示す図である。
【図２】本発明の第１実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティの斜視図である
。
【図３】図２のスプリットティを縦方向に切断した切開図である。
【図４】図２のスプリットティの縦断面図である。
【図５】図２のスプリットティの分解斜視図である。
【図６】図２のスプリットティが設置されたスプリンクラー配管システムの配管図である
。
【図７】火災荷重が多いラック式倉庫における本発明の第１実施例によるスプリンクラー
配管システムを適用した場合を示す図である。
【図８】図４の変形例であって、本発明の第２実施例によるスプリンクラー配管用スプリ
ットティの縦断面図である。
【図９】本発明の第３実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティの斜視図である
。
【図１０】図９のスプリットティを縦方向に切断した切開図である。
【図１１】図９のスプリットティの縦断面図である。
【図１２】図９のスプリットティの分解斜視図である。
【図１３】図９のスプリットティが設置されたスプリンクラー配管システムの配管図であ
る。
【図１４】本発明の第４実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティの斜視図であ
る。
【図１５】図１４のスプリットティを縦方向に切断した切開図である。
【図１６】図１４のスプリットティの縦断面図である。
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【図１７】図１４のスプリットティの縦断面図である。
【図１８】図１６の変形例であって、本発明の第５実施例によるスプリンクラー配管用ス
プリットティの縦断面図である。
【図１９】本発明の第６実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティの斜視図であ
る。
【図２０】図１９のスプリットティを縦方向に切断した切開図である。
【図２１】図１９のスプリットティの縦断面図である。
【図２２】図１９のスプリットティの分解斜視図である。
【図２３】本発明の実施例によるスプリンクラー配管システムの配管図である。
【図２４】図２３のスプリンクラー配管システムの従来技術による配管システムにおける
天井高を比較した図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　本発明の利点及び特徴、そしてそれらを達成する方法は、添付した図面と共に詳細に後
述されている実施例を参照すると明確になるはずである。しかし、本発明は以下に開示さ
れる実施例に限らず、互いに異なる様々な形態に具現されるはずであるが、但し、本実施
例は本発明の開示が完全になるようにし、本発明の属する技術分野における通常の知識を
有する者に発明の範疇を完全に知らせるために提供されるものであって、本発明は特許請
求の範囲によって定義されるのみである。明細書全体にわたって、同じ参照符号は同じ校
正用度を指す。
【００３３】
　本発明の実施例において言及されたスプリットティ（ｂｒａｎｃｈ　ｔｅｅ)は、少な
くとも３つの配管を互いに連結する管継手をいう。本発明の実施例では主にＴ字型のスプ
リットティを例に挙げて説明しているが、本発明はこのようなスプリットティの形状に制
限されない。
【００３４】
　以下、図２乃至図８を参照して、本発明の第１実施例によるスプリンクラー配管用スプ
リットティ及びそれを含むスプリンクラー配管システムを説明する。ここで、図２は本発
明の第１実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティの斜視図であり、図３は図２
のスプリットティを縦方向に切断した切開図であり、図４は図２のスプリットティの縦断
面図であり、図５は図２のスプリットティの分解斜視図である。図６は図２のスプリット
ティが設置されたスプリンクラー配管システムの配管図であり、図７は火災荷重が多いラ
ック式倉庫における本発明の第１実施例によるスプリンクラー配管システムを適用した場
合を示す図である。（図３、図４及び図６において、状態（Ａ)は平常時にスプリンクラ
ーヘッドが閉鎖されている場合を示し、状態（Ｂ)は火災発生時にスプリンクラーヘッド
が開放されている場合を示す。）
　図２乃至図５に示したように、本実施例のスプリンクラー配管用スプリットティＡは、
スプリットティ本体９、第１流出孔１１、流入口１０、第２流出口１２、ピストン弁１３
、及び内壁溝部１８を含んで構成される。
【００３５】
　詳しくは、スプリットティ本体９は全体的にシリンダ状になっており、スプリットティ
本体９の一端には第１流出口１１が形成される。第１流出口１１は閉鎖型スプリンクラー
ヘッドの配管に連結されて、火災発生時に消火水が第１流出口１１を介して閉鎖型スプリ
ンクラーヘッドに伝達される。ここで、閉鎖型スプリンクラーヘッド（図６の図面符号１
を参照）は、熱い火災熱を感知し得る感熱部を備えており、火災発生時にヘッドを開放し
て消火水を撒水する。
【００３６】
　スプリットティ本体９の他端には流入口１０が形成される。流入口１０は給水配管（図
６の図面符号３を参照）に連結されて消火水を供給される。給水配管３は、消火ポンプま
たは上水道配管に連結されている。
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【００３７】
　スプリットティ本体９の側壁には第２流入口１２が形成される。第２流出口１２は開放
型スプリンクラーヘッドの配管に連結されて、火災発生時に消火水が第２流出口１２を介
して開放型スプリンクラーヘッドに伝達される。ここで、開放型スプリンクラーヘッド（
図６の素面符号２５を参照）は感熱部を備えておらず、放水口が常に開放されている状態
で火災発生に応じて弁を開閉することで撒水可否が決定される。開放型スプリンクラーヘ
ッドの配管は乾式配管である。
【００３８】
　ピストン弁１３はスプリットティ本体９内に配置され、火災発生時にスプリットティ本
体９内部の流体の圧力差によってスプリットティ本体９の長さ方向に動きながら、第１流
出口１１及び第２流出口１２の開閉を同時に制御する。詳しくは、ピストン弁１３は第１
流出口１１の開閉を制御するメイン遮断部材１４ａと、第２流出口１２の開閉を制御する
サブ遮断部材１４ｂを含んで構成される。
【００３９】
　詳しくは、ピストン弁１３はスプリットティ本体９の内周面に実質的に密着されるよう
、全体的にミニシリンダ状に形成される。メイン遮断部材１４ａはミニシリンダの内部を
横方向に横切るディスク板からなり、スプリットティの内部で流入口１０から第１流出口
１１の方向に消火水の流れを遮断する。よって、メイン遮断部材１４ａは閉鎖型スプリン
クラーヘッドの撒水可否を決定する。サブ遮断部材１４ｂはミニシリンダの側壁からなり
、平常時または火災未発生時（状態（Ａ））には第２流出口１２に隣接したスプリットテ
ィの内部を遮蔽する。よって、サブ遮断部材１４ｂは開放型スプリンクラーヘッドの撒水
可否を決定する。
【００４０】
　また、ピストン弁１３を構成するミニシリンダの側壁には、メイン遮断部材１４ａの上
部及び下部に流路を形成するための開口部１７、１９が形成されている。このような開口
部１７、１９は、内壁溝部１８と共に作動して流入口１０から第１流出口１１までの消火
水の連続した流路を形成するようになる。内壁溝部１８はスプリットティ本体９の内壁に
形成されるが、ピストン弁１３と第１流出口１１の間に位置する。内壁溝部１８は内壁に
周縁に沿って一体に形成されてもよく、多数の分離された溝部の組み合わせからなっても
よい。
【００４１】
　微細貫通孔１６はメイン遮断部材１４ａを貫通して形成されるが、火災未発生時、つま
り、閉鎖型スプリンクラーヘッドが閉鎖された状態でメイン遮断部材１４ａの上部及び下
部の圧力を同一に維持する役割をする。
【００４２】
　第１流出口１１とピストン弁１３の間、または第１流出口１１とメイン遮断部材１４ａ
の間にはバネ２０が配置されるが、スプリットティ本体９の内部が静圧状態であれば、バ
ネ２０の弾性力によってピストン弁１３は流入口１０の方向に移動し、サブ遮断部材１４
ｂが第２流出口１２を遮蔽するようになる。第１流出口１１と内壁溝部１８の間に位置す
るスプリットティ本体９の内周面には、バネストッパ２１が形成されてバネ２０の上端を
固定させる。但し、本発明はこれに限らず、バネストッパ２１を別途に備えなくても外部
配管との結合関係によって実質的に同じ効果が得られる。例えば、第１流出口１１の内周
面に形成されたねじ溝に閉鎖型スプリンクラーヘッドの配管がねじ固定される場合、前記
閉鎖型スプリンクラーヘッドの配管はバネストッパ２１と実質的に同じ役割をする。
【００４３】
　ピストン弁１３の外周面には一つ以上のオーリング（ｏ－ｒｉｎｇ）２２が形成されて
おり、平常時に流入口１０からの消火水が第１流出口１１または第２流出口１２に漏洩さ
れることを防止する。
【００４４】
　流入口１０に隣接したスプリットティ本体９の内周面には、スナップリング（ｓｎａｐ
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　ｒｉｎｇ)２３が設置されてピストン弁１３の下降動きを阻止し離脱を防止する。但し
、本発明はこれに限らず、スナップリング２３を別途に備えなくても外部配管との結合関
係によって実質的に同じ効果が得られる。例えば、流入口１０の内周面に形成されたねじ
溝に給水配管がねじ固定される場合、前記給水配管はスナップリング２３と実質的に同じ
役割をする。また、図５に示したように、スプリットティ本体９の流入口１０を介してバ
ネ２０、ピストン弁１３、及びスナップリング２３を順次に挿入し組み立てると、本実施
例のスプリットティＡを容易に組み立てることができる。この際、バネ２０、ピストン弁
１３はバネストッパ２１及びスナップリング２３によってスプリットティ本体９の内部に
固定される。スナップリング２３はスプリットティ本体９の内壁に形成された溝部に挿入
されて固定される。
【００４５】
　図６を参照すると、スプリンクラー配管システムは、スプリットティＡ、スプリットテ
ィＡの流入口に連結された給水配管３、スプリットティＡの第１流出口に配管を介して連
結される閉鎖型スプリンクラーヘッド１、及びスプリットティＡの第２流出口に配管を介
して連結される開放型スプリンクラーヘッド２５を含む。本発明の配管システムは、火災
発生可否を感知するメインヘッドとして閉鎖型スプリンクラーヘッドを使用し、メインヘ
ッドに連動されて自動的に撒水するサブヘッドとして開放型スプリンクラーヘッドを使用
している。
【００４６】
　以下、本発明のスプリンクラー配管用スプリットティの作用について説明する。
【００４７】
　平常時、または火災未発生時（状態（Ａ））において、閉鎖型スプリンクラーヘッド１
は遮蔽されているため、スプリットティ本体９の内部は全体的に一定な圧力を成し、ピス
トン弁１３はバネ２０の圧力によって流入口１０の方向に移動する。この際、メイン遮断
部材１４ａは第１流出口１１に向かうスプリットティの内部を遮蔽し、サブ遮断部材１４
ｂは第２流出口１２に隣接したスプリットティの内部を遮蔽する。
【００４８】
　火災発生時に閉鎖型スプリンクラーヘッド１が開放されると、第１流出口１１に内部の
圧力が落ち、スプリットティ本体９内の流体の圧力差によって、ピストン弁１３が第１流
出口１１の方向に移動するようになる。メイン遮断部材１４ａが上部に移動し、内壁溝部
１８と重畳された位置に止まると、メイン遮断部材１４ａの縁に沿って流路が形成される
。詳しくは、開口部１７、内壁溝部１８、及び開口部１９の順に流路が形成される。それ
と同時に、サブ遮断部材１４ｂが第１流出口１１の方向に動きながら第２流出口１２を開
放する。
【００４９】
　図７に示したように、火災荷重が大きいラック式倉庫に本発明のスプリンクラー配管シ
ステムを適用すると、効果的に火災を鎮圧することができる。つまり、従来は多数の層に
構成された棚２６に可燃物２７が積載されている場合、スキッピング現象及び撒水障害物
のため効果的に火災を鎮圧することが難しい問題があった。しかし、本発明では、閉鎖型
スプリンクラーヘッド１を天井６の付近に設置して火災熱による天井流を容易に感知し得
るようにし、その下には本発明のスプリットティＡを利用して閉鎖型スプリンクラーヘッ
ド１と連動された開放型スプリンクラーヘッド２５を設置することで、スキッピング現象
及び撒水障害物の影響を受けずに火災を鎮圧することができる。
以下、図８を参照して本発明の第２実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティを
説明する。図８は、図４の変形例であって、本発明の第２実施例によるスプリンクラー配
管用スプリットティの縦断面図である。説明の便宜上、前記第１実施例（図２乃至図７）
との差異点について主に説明する。
【００５０】
　図８に示したように、本実施例のスプリットティＢの場合、閉鎖型スプリンクラーヘッ
ドに連結される第１流出口１１がスプリットティ本体９の一端側壁に形成されている。好
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ましくは、第１流出口１１と内壁溝部１８が重畳するように位置する。本実施例では、火
災発生時にピストン弁１３が上昇するとピストン弁１３の開口部１７、１９が第１流出口
１１に直接連結されるため、消火水が第１流出口１１に更に円滑に伝達され得る。本実施
例では、スプリットティ本体９の内周面に内壁溝部１８を追加に生成した場合を例に挙げ
て説明したが、本発明はこれに限らず、第１流出口１１またはこれに連結された通路１８
’が内壁溝部１８に該当してもよい。
【００５１】
　以下、図９乃至ず１３を参照して本発明の第３実施例によるスプリンクラー配管用スプ
リットティ及びそれを含むスプリンクラー配管システムを説明する。ここで、図９は本発
明の第３実施例によるスプリンクラー配管用スプリットティの斜視図であり、図１０は図
９のスプリットティを縦方向に切断した切開図であり、図１１は図９のスプリットティの
縦断面図であり、図１２は図９のスプリットティの分解斜視図である。図１３は、図９の
スプリットティが設置されたスプリンクラー配管システムの配管図である。説明の便宜上
、前記第１実施例（図２乃至図７）との差異点について主に説明する。
【００５２】
　図９乃至図１２に示したように、本実施例のスプリンクラー配管用スプリットティＣは
、スプリットティ本体９の側壁に形成された複数の第２流出口１２を含む。本実施例では
４つの第２流出口１２を例に挙げて説明しているが、本発明は第２流出口１２の個数に限
らない。
【００５３】
　また、本実施例のピストン弁１３は以前の実施例と実質的に同じ機能をするが、その形
状に少しの変形を与えてている。つまり、ピストン弁１３の側壁に形成された開口部１７
が全体的に連結されている構成を有する。このために、メイン遮断部材１４ａの下部にメ
イン遮断部材１４ａと並んで配置されて連結部材を介して結合された追加ディスク１５ａ
が形成される。そして、サブ遮断部材１４ｂは追加ディスク１５ａの下部に位置して、追
加ディスク１５ａの縁と結合されている。追加ディスク１５ａには、少なくとも一つの開
口部１５ｂが形成されている。
【００５４】
　火災発生時にピストン弁１３が第１流出口１１の方向に移動すると、流入口１０から流
入された消火水は、開口部１５ｂ、開口部１７、内壁溝部１８及び開口部１９を経て第１
流出口１１に排出される。それと同時に、多数の第２流出口１２にも排出される。
【００５５】
　図１３を参照すると、地下駐車場、倉庫など可燃物が多く火災発生の恐れが大きい場所
でスキッピング現象が起こらないよう、閉鎖型スプリンクラーヘッド１が一定間隔に配置
されている。閉鎖型スプリンクラーヘッド１の配管の下部にはスプリットティＣが結合さ
れている。スプリットティＣには、水平方向に４つの第２流出口１２を介して乾式配管が
連結されている。また、スプリットティＣの下部に形成された流入口１０には給水配管３
が連結されている。４つの乾式配管が連結管Ｐを介して集結される。連結管Ｐは水平方向
に４つの流入口を備え、下向に流出口を備える。連結管Ｐの流出口には開放型スプリンク
ラーヘッド２５が設置されている。
【００５６】
　本実施例によると、火災発生時に天井流の熱い熱気によって閉鎖型スプリンクラーヘッ
ド１が先に開放されると、スプリットティＣの第２流出口１２も開放される。よって、天
井に配置された一つの閉鎖型スプリンクラーヘッド１と共にその周辺に配置された４つの
開放型スプリンクラーヘッド２５からも共に撒水されるため、スキッピング現象を防止し
ながらもスプリンクラーヘッドを稠密に配置して撒水密度を高くすることができる。
【００５７】
　以下、図１４乃至図１７を参照して本発明の第４実施例によるスプリンクラー配管用ス
プリットティを説明する。ここで、図１４は本発明の第４実施例によるスプリンクラー配
管用スプリットティの斜視図であり、図１５は図１４のスプリットティを縦方向に切断し
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た切開図であり、図１６は図１４のスプリットティの縦断面図であり、図１７は図１４の
スプリットティの分解斜視図である。説明の便宜上、前記第１実施例（図２乃至図７）と
の差異点について主に説明する。
【００５８】
　図１４乃至図１７に示したように、給水配管に連結される流入口１０がスプリットティ
本体９の側壁に形成され、開放型スプリンクラーヘッドの配管に連結された第２流出口１
２がスプリットティ本体９の下端に形成されている。よって、スプリットティＤに対して
側方向に消火水が流入されると、上部に配置された閉鎖型スプリンクラーヘッドと下部に
配置された開放型スプリンクラーヘッドに消火水が撒水される。
【００５９】
　ピストン弁１３は、第１流出口１１に隣接したスプリットティの内部を遮蔽するメイン
遮断部材１４ａと、メイン遮断部材１４ａに連結されて第２流出口１２に隣接したスプリ
ットティの内部を遮蔽するサブ遮断部材１４ｂを含む。例えば、メイン遮断部材１４ａと
サブ遮断部材１４ｂは互いに水平に配置されたディスク板からなり、これらは棒などのよ
うな連結部材３０ａによって互いに結合されている。メイン遮断部材１４ａはサブ遮断部
材１４ｂより面積が大きくてもよい。
【００６０】
　メイン遮断部材１４ａの下部はスプリットティ本体９の内壁から突出された段差３２に
よって下側に追加に移動することが阻止される。サブ遮断部材１４ｂは段差３２によって
形成された空間部を介して挿入されて、第２流出口１２を遮蔽する。連結部材３０ａの外
周面にはピストン弁１３の円滑な往復運動を助けるガイド部材３０ｂが形成されている。
例えば、ガイド部材３０ｂは多数の羽状に形成されてもよい。
【００６１】
　バネストッパ３１は、スプリットティ本体９に固定されているのではなく、独立した部
材からなって第１流出口１１から挿入されてもよい。バネストッパ３１の上部には、ピス
トン弁１３及びバネストッパ３１の離脱を防止するためのスナップリング２３が配置され
る。図１７を参照すると、スプリットティ本体９の第１流出口１１を介してピストン弁１
３、バネ２０、バネストッパ３１、及びスナップリング２３を順次に挿入し組み立てると
、本実施例のスプリットティＤを容易に組み立てることができる。
【００６２】
　以下、図１８を参照して本発明の第５実施例によるスプリンクラー配管用スプリットテ
ィを説明する。図１８は、図１６の変形例であって、本発明の第５実施例によるスプリン
クラー配管用スプリットティの縦断面図である。説明の便宜上、前記第４実施例（図１４
乃至図１７）との差異点について主に説明する。
【００６３】
　本実施例のスプリットティＥの場合、閉鎖型スプリンクラーヘッドに連結される第１流
出口１１がスプリットティ９の一端側壁に形成されている。好ましくは、第１流出口１１
と内壁溝部が重畳するように位置する。本実施例では、火災発生時にピストン弁１３が上
昇するとピストン弁１３の開口部１７が第１流出口１１に直接連結されるため、消火水が
第１流出口１１に更に円滑に伝達され得る。本実施例では、スプリットティ本体９の内周
面に内壁溝部を追加に生成しなくても、第１流出口１１またはこれに連結された通路１８
’が内壁溝部１８に該当してもよい。図１８で説明されていない図面符号３４はスプリッ
トティキャップである。
【００６４】
　以下、図１９乃至図２２を参照して本発明の第６実施例によるスプリンクラー配管用ス
プリットティを説明する。ここで、図１９は本発明の第６実施例によるスプリンクラー配
管用スプリットティの斜視図であり、図２０は図１９のスプリットティを縦方向に切断し
た切開図であり、図２１は図１９のスプリットティの縦断面図であり、図２２は図１９の
スプリットティの分解斜視図である。説明の便宜上、前記第４実施例（図１４乃至図１７
）との差異点について主に説明する。
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　図１９乃至図２２に示したように、本実施例のスプリンクラー配管用スプリットティＦ
は、スプリットティ本体９の下端部の側壁に形成された複数の第２流出口１２を含む。本
実施例では４つの第２流出口１２を例に挙げて説明しているが、本発明は第２流出口１２
の個数に限らない。
【００６６】
　また、本実施例のピストン弁１３は第３実施例を実質的に同じ機能をするが、その形状
に少しの変形を与えている。つまり、連結部材３０ａがサブ遮断部材１４ｂの下に延長さ
れており、追加遮断部材４０がサブ遮断部材１４ｂの下から連結部材３０ａと結合されて
いる。追加遮断部材４０はシリンダ状を有し、内部に流路１５を形成する。
【００６７】
　よって、サブ遮断部材１４ｂは流入口１０と第２流出口１２の間を遮蔽する役割をし、
追加遮断部材４０は各第２流出口１２を直接遮蔽する役割をする。
【００６８】
　図２０乃至図２１で説明されていない図面符号３３は排水用微細貫通孔である。
【００６９】
　以下、図２３及び図２４を参照して、本発明のスプリンクラー配管システムを撒水障害
物が多い場所に適用した例を説明する。ここで、図２３は本発明の実施例によるスプリン
クラー配管システムの配管図であり、図２４は図２３のスプリンクラー配管システムと従
来の技術による配管システムの天井高を比較した図である。
【００７０】
　図２３に示したように、本実施例では本発明のスプリットティＡ及びスプリットティＤ
を適用してスプリンクラー配管システムを設計した場合を例に挙げて説明する。地下駐車
場のように、各種配管、ケーブルトレイなど撒水障害物７がある場合、法規によって最小
の天井高が必要である。ここで天井高は、底から天井の施設物、つまり、スプリンクラー
配管またはスプリンクラーヘッドまでの高さとして規定される。本発明では、撒水障害物
７と実質的に同じ高さに下向き式開放型スプリンクラーヘッド２５を設置してもスキッピ
ング現象を恐れる必要がなく、更に撒水障害物７が撒水を干渉する恐れもない。
【００７１】
　図２４を参照すると、従来のスプリンクラー配管に沿って凍破を懸念して上向き式ヘッ
ド１と排水弁４を設置した場合、絵Ａの天井高ｈ１が最も低かった。また、従来のドライ
ペンダントヘッドを使用した配管の場合（絵Ｂ）、凍破の恐れがなく下向き式ヘッド５を
使用することはできるが、スキッピング現象を防止するために遮蔽板５を使用すべきであ
るため、天井高ｈ２が２番目に低かった。しかし、本発明の配管システムの場合（絵Ｃ）
、開放型スプリンクラーヘッド２５を使用するためスキッピング現象に影響を受けず、遮
蔽板を必要としないため、最も高い天井高ｈ３を確保することができた。更に、スプリン
クラーヘッドが撒水障害物７の外に突出せず、美観も優秀であった。
【００７２】
　これまで添付した図面を参照して本発明の実施例を説明したが、本発明が属する技術分
野における通常の知識を有する者は、本発明がその技術的思想や必須的特徴を変更せずも
他の具体的な形態に実施され得ることを理解できるはずである。よって、上述した実施例
は全ての面で例示的なものであり、限定的なものではないと理解すべきである。
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